2011年　　月　　日　

 　様

自治労北海道本部

執行委員長　　山　上　潔　
2011年度自治体労働者の賃金・労働条件等の

改善に関する重点要求書
日頃、地方行財政の確立と住民福祉の向上・地域活性化のためにご奮闘されていますことに敬意を表します。

さて、私たちは、自治体の2011年度賃金改定と労働条件改善等を重点に、別紙「統一要求書」を提出し、各自治体交渉を進めています。今年は自律的労使関係制度の先取りとして、公務員連絡会と政府が５月に国家公務員の給与を平均7.8％引き下げることを交渉により合意に至ったという過去に例のない情勢の下で協議が進められています。特に９月３０日に人事院が労使合意とその意義を無視する形で、①月例給を899円、0.23％引き下げ、②給与構造改革による現給保障措置を２年間で廃止するとの不当な給与改定勧告を強行しましたが、政府は労使合意に基づき交渉結果を重く受け止めるというこれまでの回答があるため、今後、政府の人事院勧告の取り扱いに大きく左右される事態となっています。
　つきましては、別記重点事項について貴職の見解を　　月　　日までにご回答ください。
別記
記
（１）国家公務員に対する人件費削減措置については、地方公務員へは反映させないこと。
（２）基本賃金及び一時金については、生活を維持・防衛できる現行の賃金水準の維持・改善をはかることとし、2011年人事院勧告には準拠せず、現行水準を最低限とすること。したがって、月例給与引き下げに伴う年間給与の調整は当然に行わないこと。

（３）期末・勤勉手当については、地方公務員の生活を維持・改善できる水準とすることとし、期末手当に一本化すること。また、勤勉手当の成績率の拡大及び勤務成績の反映は行わないこと。さらに、民間企業との均衡から支給月数の増額をはかること。
（４）給与構造改革の現給保障措置については、制度が措置された経緯を踏まえ、国家公務員と地方公務員の実態が異なることから廃止しないこと。

（５）現行賃金水準維持を基本に、次のとおり改善すること。

①　給料表は、国公行（一）水準で７級制以上とすること。

②　級別職務分類及び級別格付け基準など昇格・昇給基準の改善をはかること。
③　給与制度見直しにともなう昇給号抑制措置は抑制した全号俸を復元すること。

④　号俸増設について、職員の在級実態に応じ、必要分を増設すること。
（６）自宅所有者の住居手当については、地方公務員の勤務の実態を踏まえ廃止せず、現行水準を維持すること。
（７）初任給を引き上げ（国公８号上位）、在職者調整を行うこと。

（８）「ラスパイレス指数」100未満水準の自治体の賃金を引き上げること。

（９）財政危機を理由とした独自の給与削減は行わないこと。
（10）現業職員および中途採用者の賃金格差を解消すること。

（11）人事院が発出した「非常勤職員の給与についての指針」に準じて、臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件を改善すること。

（12）公共サービス民間労働者の労働条件改善を進めること。

（13）新たな人事評価制度は、国の状況を見極め、拙速に導入しないこととし、導入にあたっては労使協議と合意を前提とすること。また、賃金諸制度と直結しないこと。

（14）時間外・休日勤務手当については、特に月45時間以上の割増率の引き上げを行うこと。
（15）育児のための短時間勤務制度について、国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。また、育児休業の復職時調整は100／100で換算し、号俸調整すること。
（16）民間の育児・介護休業法改正、国家公務員の制度改正を踏まえ、育児休業の取得制限の廃止、時間外勤務の制限、子の看護休暇の改善、介護のための短期の休業制度の新設などについて、措置すること。

（17）育児休業の取得による期末手当の減額措置の見直しに対しては、人事院規則改正の動向を踏まえ、国に遅れることなく同様に改善すること。
（18）財源難等の理由による新規採用の中止、欠員不補充、定数削減等は行わないこと。

（19）住民サービスの低下や住民自治の否定につながる合理化は行わず、現行委託業務等は直営化すること。
（20）地方独立行政法人制度の導入は行わないこと。導入を検討する場合は、十分な労使協議と合意を前提とすること。
（21）公共施設等の管理については直営を堅持し、やむを得ず指定管理者制度導入を検討する場合は十分な労使協議と合意に基づくこと。

（22）高齢者再任用制度は労使合意を原則として早期条例化し、臨時・非常勤等職員の雇用不安につながらないよう運用すること。また、国家公務員の「定年年齢の段階的引き上げの意見の申出」を踏まえて、早急に制度概要の検討を行うとともに、60歳以降の給与水準や役職定年制などの具体的な制度設計について、十分に協議すること。
（23）自動失職の特例を定める「分限条例」を制定すること。
以　上
